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研究成果の概要（和文）：本研究では内陸部からの海洋へのプラスチックごみの流出抑制や抜本的対策としての
廃棄物の発生抑制に向けて、ソーシャルライセンス（社会的営業免許）の観点から国内外の取組事例を調査し
た。先進的な取組が進められている地域では、川下りの船頭や漁業者といった最も大きな影響を受ける人々によ
る積極的な清掃活動が、多様なセクターを巻き込み、地域を挙げた支援の組織化が進められている。住民へのア
ンケート調査では、使い捨てプラスチックの規制策に対する賛否に、清掃活動への参加の有無は統計的に有意な
影響を及ぼしていない一方、プラスチック汚染について一定の知識を得ることが規制策への理解を促進している
ことが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This study surveyed case studies of domestic and international efforts from 
the perspective of Social License to Operate (SLO) to reduce the leakage of plastic litter from 
inland areas into the ocean and reduce waste generation as a drastic measure. As a result, it was 
found that in areas where advanced initiatives are being promoted, they are being organized to 
involve diverse sectors by the people most affected, such as river boatmen and fishermen. In 
addition, a survey of residents revealed that while participation in cleanup activities did not have
 a statistically significant effect on their approval or disapproval of measures to control 
single-use plastics, a certain level of knowledge about plastic pollution facilitated their 
understanding of regulatory measures.

研究分野： 環境経済学

キーワード： プラスチック汚染　ソーシャルライセンス　社会的営業免許　ソーシャルキャピタル　コモンズ　市民
科学　廃棄物管理　流域連携
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の目的は、海洋へのプラスチックの流出の抑制に向けて、実効的な法制度の整備など政府による規制の実
現には多くの時間と費用を要し、対策が手遅れになりかねない中で、どのような社会的な取組が必要なのかを明
らかにすることである。先進的な取組が進む地域での調査を通じて、市民科学を通じた住民（消費者）の意識や
行動の変容、商工業者の意識と責任、そして沿岸部や流域につながる包括的なガバナンスの仕組みの構築を通じ
て、陸域での取り組みが強化されることを明らかにした。また、教育、意識改革、行動を通じた文化的な変化が
鍵となることを指摘し、地域における対策の方向性について政策提言を行った。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 近年、海洋プラスチック汚染が世界的にも大きな関心を集めている。海洋に流出したプラスチ
ックが大量に漂着し景観を破壊したり、動物の誤飲・誤食を招いたりするだけではなく、紫外線
や波浪などによって劣化し、いわゆるマイクロプラスチックとなったプラスチック片は高濃度
に有害物質を吸着し、水棲生物の体内への移行が報告されるなど、食物連鎖を通じた生態系への
影響も懸念されている。 
 海洋ごみの大半は、飲食物の容器包装類やレジ袋といったいわゆる使い捨てプラスチックで
あり、これらは陸域から河川を通じて海洋に流出していることが多くの先行研究からも明らか
になっているしかし、流入源の多くを占める河川ごみは移動性がきわめて高く、技術的・経済的
な制約により実態解明が困難な上に、流域のステークホルダー間で対策費用の負担に関するル
ールがないことが問題解決をより困難にしている。 
本研究では、海洋プラスチック汚染の解決にむけた社会的仕組みのひとつとして、政府や市場

の役割を補完し迅速な対応を促すソーシャル・ライセンス（Social License to Operate：社会的
営業免許）の適応可能性をさぐるため、特に国内外の地域住民や NGO による先進事例の調査や
住民アンケートを通じて、海洋ごみの削減に向けた成果と課題を検証し、社会的な制度設計に向
けて今後採るべき方向性を明らかにすることで、問題の解決に貢献する。 
 
２．研究の目的 
本研究では、海洋プラスチック汚染の防止に向けて（1）内陸部からの発生抑制に向けた国内

外の先進事例を分析するとともに、（2）最新の ICT 機器を活用した市民参加型の調査手法につ
いて国内外の事例研究と実証実験により検証するとともに、（3）ソーシャル・ライセンスの観点
から多様なセクターの相互作用による課題解決のための課題を明らかにすることで、社会科学
の観点から海洋ごみ問題の解決に向けて貢献する。 
わが国の海洋ごみ対策は、河川も含めて回収・処理といういわば対症療法的な対応が中心とな

っており、国家レベルでの使い捨てプラスチックの規制の議論は緒に就いたばかりである。しか
し、海外においては、飲料用ペットボトルのデポジット制度などの経済的手法やレジ袋などの使
い捨てプラスチックの使用禁止により散乱ごみの抑制に成功している例や、流域で対策費用を
相互に分担する仕組みを採用し、成果を挙げている事例も多い。また、国内においても近年の問
題の高まりを受け独自の使い捨てプラスチックの削減に取り組む自治体や地域団体も増えてい
る。こうした国内外の内陸部における海洋ごみの発生抑制策の最新の動向を分析し、問題の解決
に向けてわが国が採るべき方策を検討する。 
さらに、ソーシャル・ライセンスの観点から、地域における取組を検証する。海洋プラスチッ

ク汚染の主たる原因である使い捨てプラスチック関しては、従来の石油由来の非分解性の素材
に代わる代替素材の導入や自治体レベルでの規制の実現に際して、生物多様性保全の分野で進
められてきたソーシャル・ライセンスの適用可能性が議論され、NPO/NGO やコミュニティを
ベースとした取組が公共部門と民間部門の役割を補完し、新たな市場を生み出している事例も
報告されている。本研究では、そうした国内外の事例を収集し、コミュニティや消費者がどのよ
うにして自治体や企業の方針や製品の変更を促すことができるのかを明らかにする。 
 
３．研究の方法 
内陸部からの海洋へのプラスチックごみの流出抑制に向けて、ソーシャルライセンス（社会的

営業免許）の観点から主に河川におけるごみの調査とその削減に向けた国内外の取組事例につ
いて、関係者への聞き取り調査を通じて、なぜそうした取り組みが進んでいるのかを明らかにし
た。また、地域住民へのアンケート調査では、「住民の協力度」や「子供への良好な自然環境の
伝承」といった視点も取り入れて、地域の河川の清掃活動への参加や使い捨てプラスチックごみ
の削減の実践行動に関する住民の意識構造について、共分散構造分析を用いて明らかにした。 
なお、国外の調査については新型コロナウイルス感染症の拡大のため実地調査は断念し、オン

ラインでアメリカ・ニューヨーク市における使い捨てプラスチック対策について NGO への聞き
取り調査を実施した。 
また、海洋ごみの主たる流入源である河川ごみの削減に向けて、スマートフォン用アプリを用

いた市民参加型の河川ごみのモニタリング調査の実証実験を京都府の桂川流域等で実施し、そ
の成果と課題を検証するとともに、河川ごみのモニタリング手法の高度化を図った。 
 
４．研究成果 
(1) 先進事例の調査 
国内においては、全国初のレジ袋使用禁止条例を制定した京都府亀岡市をはじめ、流域連携の

もと海洋環境の保全に取り組む網走川流域（北海道網走市）や最上川流域（山形県）、自治体や
地域住民などの関係者への聞き取り調査と資料収集を行うとともに、全国川ごみネットワーク
など全国の NPO などで構成されるプラットフォーム型の組織における内陸部からの海洋ごみの



発生抑制に向けた取り組みを関係者への聞き取り調査を中心におこった。 
一連の調査からは、これらの地域では、たとえば川下りの船頭（亀岡市）や海の漁師（網走市）

など、プラスチックごみの影響を大きく受ける人々が、ごみ問題を自らの問題と認識して清掃活
動などに取り組むだけではなく、行政や住民組織、企業など地域の多様なセクターを巻き込んだ
組織化を進めていることが明らかになった。 
ニューヨーク市では、小学校での取り組みをきっかけに、発泡スチロールトレイの使用禁止が

実現したが、その過程において NGO が果たした役割を調査し、ニューヨーク市の廃棄物削減に
は、教育を通じた意識改革が大きな役割を果たしていることが明らかになった。 
 

(2) 住民の意識調査 
国際的な海洋ごみ対策を積極的に進める長崎県対馬市では、海洋へのプラスチックごみの流

出抑制に大きく貢献している河川の清掃活動はどのような要因で地域住民が参加しているのか、
また清掃活動への参加が地域住民の意識にどのような影響を与えているのかを明らかにするた
めにアンケート調査を行った。アンケート調査の結果をもとに、共分散構造分析を用いて、地域
の河川や水路の清掃活動への参加や使い捨てプラスチックごみの削減の実践行動に関する住民
の意識構造を解明した。結果は図 1に示す通りである。 
 

 
***p<0.01、**p<0.05、*p<0.01 パス係数はすべて標準化解 

図 1 河川や水路のごみ問題に関する意思決定構造要 
 



共分散構造分析の結果、河川や水路からのごみの流入は海外からのごみの漂着と同程度に深
刻な問題と認識されており、河川の生態系や景観への影響や洪水リスクの上昇などを懸念して
いることが分かった。ただし、河川や水路の清掃活動が海へのプラスチックごみの流出の防止へ
の貢献については、有意（p<0.01）ではあるものの、それほど重視されていないことが伺える。
また、使い捨てプラスチックの規制の必要性の認識が、使い捨てプラスチック削減の実践行動で
あるマイバッグやマイボトルの携帯に有意な影響（p<0.01）を与えている一方で、河川や水路の
清掃活動に有意な影響を与えている因子は見出されなかった。 
対馬市では市内全域において、毎年 6月に全世帯参加のクリーン作戦が実施されており、強制

ではないものの各世帯から最低 1人が参加することになっている。こうした背景もあって、住民
の間では河川や水路も含む清掃活動への参加は、いわば当然の義務として受け止められており、
そのことが「清掃活動への参加回数」に有意な影響をおよぼす因子がなかった原因とも考えられ
る。 
また、使い捨てプラスチックの規制策を肯定的に捉えるか、否定的に捉えるかの意思決定に際

して、地域の清掃活動への参加の有無は統計的に有意な影響を及ぼしていない一方で、プラスチ
ック汚染について一定の知識を得ることで、規制策についても肯定的に捉えていることが明ら
かになった。また、そうした知識を得ることで、住民自らも使い捨てプラスチックの削減の実践
行動を行っていることが明らかになった。 
 

(3) 政策的含意 
海洋プラスチック汚染が顕在化する中で、法整備や対策事業の財源確保は一定の進展を見せ

ており、国レベルではプラスチック製レジ袋の有料化など、具体的な法規制も進みつつある。ま
た、地方においても各自治体でいわゆる「プラスチックごみゼロ宣言」が発表されるなど対策は
進みつつある。しかし、依然として大量のプラスチックが内陸部から河川を通じて流出し続けて
いることは、多くの研究や NGO/NPO の調査で明らかになっており、政策が必ずしも十分な効果を
挙げているとはいえない。 
その大きな理由として、日本においては、これまで地域住民のボランティアによる清掃活動が

海洋プラスチック汚染対策の中心であったにも関わらず支援が不十分であったこと、さらに抜
本的なごみの発生抑制のための規制政策にまで踏み込めていないことが指摘できる。 
しかし、急速に進む地方の少子高齢化と人口減少、地場産業の衰退、地方財政の逼迫化の中で、

大量に漂着し続ける海や川のごみの回収作業を継続していくことは今後、ますます困難になっ
ていくことはいうまでもない。そうした中では、海洋プラスチック汚染の実態について適切な情
報提示に努めるとともに、地域の自治的機能を高め、それぞれの地域の実情に応じたごみの発生
抑制に迅速に取り組むことが必要である。 
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